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成年年齢引下げを踏まえた対応について（要請） 

 

民法の改正により、本年４月から成年年齢が 18 歳に引き下げられ、親の同意を得

ることなく、有効な貸付けの契約を締結できるようになります。 

成年年齢の引下げにより、18歳、19歳の若年者（以下「若年者」とする。）が積極

的に社会の中で主体的な役割を果たし、社会に大きな活力をもたらすことが期待され

ます。一方で、若年者が過大な債務を負うことがないよう、預金取扱金融機関におい

ては、若年者に対する消費者向け貸付けを行う場合に特段の配慮をすることが重要で

す。 

こうした中、令和４年１月７日に成年年齢引下げに関する関係閣僚会合（構成員：

内閣総理大臣、金融担当大臣等）が開催され、若年者の消費者被害等を防止するため

の主な施策（別添参照）が報告されました。 

つきましては、若年者に対する消費者向け貸付けを行う場合には、経営陣の主導の

もと、万全の態勢を構築し、下記の点に適切に取り組んでいただくよう、貴協会会員

宛に周知徹底方よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

全国銀行協会が令和４年２月 17 日付けで公表した申し合わせ「成年年齢引下げを

踏まえた銀行による消費者向け貸付けに係る申し合わせ」を遵守すること。 

【全国銀行協会の公表先リンク】 

 https://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n021702/ 

 

 

以 上 

https://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n021702/


（別添）令和４年１月７日 成年年齢引下げに関する関係閣僚会合 資料 

 


